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東日本大震災に係る災害等廃棄物処理事業及び廃棄物処理施設 

災害復旧事業に係る報告書等の提出について 

 

 

標記については、「東日本大震災に係る災害等廃棄物処理事業の取扱いについて」（平成 23

年 5 月 27 日環廃対発第 110502005 号環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課長

改正通知）、及び「東日本大震災に係る災害等廃棄物処理事業の実地調査について」（平成 23

年 5 月 31 日環廃対発第 110502005 号環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課長

通知）並びに「災害等廃棄物処理事業費補助金及び廃棄物処理施設災害復旧費補助金の取扱いに

ついて」（平成 19 年 4 月 2 日環廃対発第 070402003 号）等により通知しているところですが、

今般の震災では多くの市町村が被災されており、12月より実施予定の実地調査等にも多くの時間

を要することが想定されます。 

ついては、実地調査を円滑に実施するため、必要となる下記の書類を、11 月 11 日（金）まで

にご提出頂けるよう貴管内市町村等へ周知願います。 

 

記 

 

１ 必要書類 

（１）東日本大震災に係る災害等廃棄物処理事業については、 

・概算交付後の精算に係る「災害等廃棄物処理事業の報告について」 

又は精算交付に係る「災害等廃棄物処理事業の報告について」 

・別紙「地方公共団体の所有に属する建物の解体に関する調書」（※） 

（※）災害廃築物処理事業において対象事案がある場合のみ提出 

（２）東日本大震災に係る廃棄物処理施設災害復旧事業については、 

・「廃棄物処理施設被害状祝の報告について」 

 

２ 提出先 

環境省廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課、環境省地方環境事務所、財務省財務局へ各

県を通じて 1部ずつ提出すること。 



 

別紙 

 

地方公共団体の所有に属する建物の解体に関する調書 

 

１．事業主体名 ２．建物の名称 ３．建物の所在地 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

４．解体しなければならない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．他の復旧事業の対象とならない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．解体する建物の被災状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．添付資料 

（１）配置図 

（２）設計図（一般平面図、エ種別平面図、構浩図） 

（３）写真（解体する建物分を全て添付） 

（４）その他参考となる資料  



 

別紙（記載例） 

 

地方公共団体の所有に属する建物の解体に関する調書 

 

１．事業主体名 ２．建物の名称 ３．建物の所在地 
 

○○町 
 

 

○○町小学校 
 

 

○○県○○郡○○町１丁目３番地 
 

４．解体しなければならない理由 

今回東日本大震災で被災したことにより当該建物が使用不可能となるとともに、建物が傾き危

険な状態であるため、近隣住民の安全性の確保のために解体撤去が必要である。 

 

【注】解体しなければならない理由について、その内容を具体的に記載。特に、当該市町村に

おいて生活環境の保全上特に必要であると認めた理由を記載。 

 

 

 

 

５．他の復旧事業の対象とならない理由 

今回解体を行う建物は、現地建て替えを行う場合のみＡ省の復旧事業が対象となるが、今般、

当該建物については移設を予定していることから、既存の復旧事業の対象とならない。 

 

【注】復旧を行う場合に対象となりうる復旧事業について、対象とならない理由を具体的に記

載すること。 

特に、移設を伴わない場合は対象とならない理由についてより詳細に記載。 

 

 

 

６．解体する建物の被災状況 

壁に亀裂が生じている、建物の柱が傾いている等。なお、詳細については添付の写真を参照の

こと。 

 

【注】解体を行う全ての建物について、被災状況が分かる写真及び建物概況が分かる写真を必

ず添付すること。特に、解体しなければならない理由とされている箇所が分かるものを添付す

ること。 

 

 

 

 

７．添付資料 

（１）配置図 

（２）設計図（一般平面図、エ種別平面図、構浩図） 

（３）写真（解体する建物に係るものを全て添付） 

（４）その他参考となる資料 



 

災害廃棄物処理事業費補助金の概算交付後の精算手続きについて 

 

精算までの流れ 

補助金の精算までに必要な手続については以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの手続のうち、自治体が行う必要があるものは、下記のとおりである（★印があるもの）。 

・災害報告書の提出 

・変更交付申請書の提出 

・請求書の提出（変更交付決定額が概算交付額を上回った場合） 

又は返還手続（変更交付決定額が概算交付額を下回った場合） 

・実績報告書の提出  

災害報告書の提出 

（手続き） 

参考１（今後の手続フロー） 

実地調査 

限度額通知の発出：環境省 

変更交付申請の提出 

都道府県へ請求書の提出 国へ返還 

実績報告書の提出 

（提出時期等） 

額の確定：環境省 

１１月中旬まで 

１２月上旬～１月下旬 

 

１２月中旬～２月上旬 

省 

１月上旬～２月下旬 

変更交付決定：環境省 １月中旬～３月上旬 

（変更交付決定額が既交付

額を上回った場合） 

（変更交付決定額が既交付

額を下回った場合） 

事業完了から１か月若しくは４

月１０日のいずれか早い日まで 

４月末まで 

★ 

★ 

★ 

★ 

★ 



 

災害廃棄物処理事業費補助金の精算交付手続きについて 

 

精算交付までの流れ 

補助金の精算交付までに必要な手続については以下のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの手続のうち、自治体が行う必要があるものは、下記のとおりである（★印があるもの）。 

・災害報告書の提出 

・交付申請並びに事業実績報告書の提出 

・請求書の提出 

災害報告書の提出 

（手続き） 

参考２（今後の手続フロー） 

実地調査 

限度額通知の発出：環境省 

交付申請並びに 

事業実績報告書の提出 

（提出時期等） 

１１月中旬まで 

１２月上旬～１月下旬 

 

１２月中旬～２月上旬 

省 

１月上旬～２月下旬 

交付決定・額の確定：環境省 １月中旬～３月上旬 

４月末まで 

★ 

★ 

★ 都道府県へ請求書の提出 

精算交付 


